
裁 決 窒巨

審査請求人
住所
氏名

上記審査請求人（以下「審査請求人」という。）から平成24年11月５日付けで提起のあった、

昏祉事務所長(以下｢処分庁｣という｡）が生活保護法(昭和25年法律潮44号｡以下
『法」という。）第26条の規定に基づき平成24年11月２日付けで行った保護停止決定処分（以下
「本件処分」という。）に対する審査請求について、次のとおり裁決する。

日

ま

主 文 ・
本件処分を取り消す。

○
理由
第１審査請求の趣旨および理由
１審査請求の趣旨
本件処分を取り消す、との裁決を求める。

２審査請求の理由
本件審査請求の理由は、要約すれば概ね次のとおりであると解される。(1)-度目の保護停止処分(平成24年９月28日付Ip1508号)は弁明の機会を与えて
いなかったという理由で取り消し、本件処分は２日後の弁明の機会に出席しなければ弁明
が無いものとして処理すると強制のうえ形式のみ与えてお肌一方的な二重の保護停止処
分である。(2)■障害､■障害および保育園児のいる|■家庭にﾌﾚｯｼｬーをかけて精神状態を
悪化させ、自立を阻害する文書指示は矛盾している。
（３）障害者など就職困難者は出来る範囲での就職活動をすれば良く、ハローワークでの面接
等文書指示にある程度従っているにもかかわらず、指導指示は数万円の収入ではダメと言
われ、稼働制限のある審査請求人には達成不可能な一方的な強制処分である。

○

第２認定事実および判断
１認定事実
審査請求人から提出のあった審査請求書および処分庁から提出のあった関係資料によれ
ば、次の事実が認められる。-
（１）平成21年９月14日審査請求人は、内縁の妻および子とともに保護が開始される。
(2)平成22年８月23日審査請求人は､■■■■■■■■■■■■のﾀｸｼー運転手として

就労を開始する。
（３）平成22年12月８日処分庁は、内縁の妻は同居の実態がなく、審査請求人の世帯から転

出したものと判断する。
(4)平成23年１月2旧審査請求人は､■■■■■■-̅を退社する。

つ

←

１

ー



(5)平成23年５月旧審査請求人は､■■■■■■■病院の医療事務職(旧4時間の短
時間就労)として就労を開始する。(6)平成23年10月14日雲請丞人が設立匡携ｾった■■■■■■去人■■■■■■■■■、
罵菫会圭穐蝋謝る｡審ゞ(7)平成23年11月28日審査請求人は､自らl穆人の運転手･ﾍﾙﾊーとして約14万

円の給与の予定であると処分庁に説明する。
(8)平成23年12月6日処分庁は､1■■■院から審査請求人の医療要否意

見書を受理する。
傷病名：左変形性膝関節症、右変形性膝関節症
稼 働 状 況 ： 普 通 就 労 が 可 ョ

(9)平成23年12月28日|■■■法人が介護保険法による居宅介護ｻーﾋｽ事業所の指定を受
ける。(10)平成24年１月25日酔人が“運錘によ率祉有償運送の登録を受ける。

朧(11)平成24年２月3日審査請求人は､院を退職する。
(12）平成24年４月６日審査請求人は３月分の収入はないと申告したため、処分庁はこのま

鵬ま無収入が継続すれば転職指導すると伝えたところ、審査請求人は
「５月か６月には収入申告できると思う。」と説明する。

(13）平成24年５月１日処分庁は、審査請求人の無収入が続いているため、転職により収入
を得るよう口頭により指導(以下「口頭指導」という）する。

(14）平成24年５月２日審査請求人は４月分の収入はないと申告。その際、「来月か再来月
に1個法人からの収入が出ると思う｡』と説明する。

(15）平成24年６月７日審査請求人は５月分の収入はないと申告。その際､「６月稼働分か
ら報酬が出そう。」と説明する。

('6)同日処分庁は､|■■法人の理事長に電話したところ､｢利益はほとん
どない。パート職員等に給与を優先して払うため、理事以上は全員
が無報酬｡いつ頃から報酬が支払えるかは不明｡」との回答を得○
る。

(17）平成24年７月10日審査請求人が６月分の収入はないと申告。処分庁は無収入が続き稼
働能力の不活用とみなし､■■I役所内の｢■■■■■■■■
Ｇにて求職活動を行うよう口頭指導する。

(18）平成24年８月３日審査請求人が７月分の収入はないと申告。処分庁は、法第27条に基
つく文書指示(平成24年７月25日付l｡1077号｡以下｢文書
指示」という。）を行う。
指示事項（要約）
１■■法人に従事するのであれば速やかに報酬を受け取るこ
と。それが実現できないのであれば以下の指示に従って転職に
向けた就労活動を行うこと。

，１．最低一週間に１回は来庁し求職活動を報告すること。
２．求職活動状況申告書には公共職業安定所等の確認印をも

一



らい、毎月提出すること。
３.当事務所が指定した日は必ず来庁すること。

(19）平成24年９月５日審査請求人が同年８月分の収入はないと申告。また、転職に向けた
求職活動状況申告書の提出も行われなかった。

(20)平成24年９月1旧処分庁は所内ｹーｽ検討会議を開催し､審査請求人l毎人か
らの報酬が得られず求職活動も行っていないことから、文書指示を
履行していないものとして10月１日から保護を停止する方針を決定
する｡

(21）平成24年９月28日処分庁は改めて審査請求人に対して求職活動状況申告書を提出すること､およ心一■■■■■を利用するよう助言する。
(22）同日審査請求人は、９月分求職活動状況申告書を提出する。

申告内容

８

･９月22日
･９月28日 所

(23)同日処分庁は､審査請求人の保護停止処分(平成24年９月28日付け■ｈ
伽平成胸明旧壁蝋繕臺鱸蝋三熱熟た…

当職員から診断書を提出するように言われる。
(25）平成24年10月12日処分庁は前記(22)で申告された求職活動の内容を審査請求人から聞

き取ったうえで次のことを確認する。．。■■̅一三-Fは蝿話にて問い合わせたところ､自らが希
望する雇用条件に合わず断られた。・1■■公共職業安定所は､求人検索するも応募できるものはな
かった。

(26）平成24年10月17日審査請求人は、１０月分求職活動状況申告書を処分庁に提示し、処分
庁は内容を聞き取ったうえで次のことを確認する｡
申 告 お よ ・ ぴ 確 認 内 容 “ ，

懇篁麓熟たと二る､診断書雛出オ・１０月１
自ら
るよう言われ、診断書の内容を確認してから求人検索しよ
うと助言された。･ ' 0 月 ' 6 日 一
電話にて問い合わせたところ、自らが希望する雇用条件に
合わず断られた。

(27）平成24年10月29日処分庁は、審査請求人に弁明の機会（以下「聴聞会」という。）を
与えていなかったとの理由により前記(23)の保護停止処分を取り消
す。（平成24年10月29日付け湖福社第1584号）

(28)平成24年10月30日審査請求人１-の主治医が作成した診断書を処分庁に提
出し、普通就労は厳しい旨を申告する。(29)平成24年10月30日処分庁Iま､主治医と面談し､審査請求人の病状およ
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び稼働能力について次のことを確認する。．ま､２年程前から激しくなっている。
・通常は月１回受診のところ、１０月以降は毎週受診しており、
不安定であれば通常の３倍の投薬をしている。
・主治医は薬の副作用で眠たくなることがあるとは伝えている
が、車の運転をしてはいけないとまでは言っていない。
・就労に関しては、審査請求人の病状を理解し、それに応じた
就労体制を組むなど融通のきく職場に限定される。

処分庁は､■■■■■■■■■こ電話による問い合わせを行い､審
査請求人の求職活動の内容を確認する。
処分庁は審査請求人宅を訪問し、文書指示に従っているとは判断で
きない旨を伝え、聴聞会を開催する旨の通知書を交付する。
審査請求人の出席のもと、本件処分に係る聴聞会が実施される。
処分庁は、本件処分を行う。

’

口
(30）同日

Ｒ

(31)同日 、
〕

(32）平成24年11月１日
(33）平成24年11月２日

判断
法は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるものを、その最

低限度の生活の維持のために活用すること(法第４条第’項）と規定し､稼働能力を有す
る場合には、それを最低限度の生活の維持のために活用することを保護の要件としてい
る。
また、被保護者は、常に、能力に応じて勤労に励み、支出の節約を図り、その他生活の

維持、向上に努めること（法第60条）と規定し、被保護者に対して生活上の義務を課して
いる。．
そしてミ実施機関は被保護者がこれらの要件等を満たしていない場合などにおいては、
｢被保護者に対して､生活の維持､向上その他保護の目的達成に必要な指導又は指示をす
ることができる」（法第27条第１項）、「被保護者は、（略）保護の実施機関が必要な指
導指示をしたときは、これに従わなければならない」（法第62条第１項）と規定して、被
保護者に対して指導指示に従う義務を課し、そのうえで、被保護者がこの義務に違反した
ときは、「保護の変更、停止又は廃止をすることができる」（同条第３項）と規定してい
る。
次に、法の要件とする稼働能力を活用しているか否かについては、①稼働能力があるか

否か、②その具体的な稼働能力を前提として、その能力を活用する意思があるか否か、③
実際に稼働能力を活用する就労の場を得ることができるか否か、により判断すること
（「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和38年４月１日厚生省社会局長通
知。以下「局長通知」という。）第４-１）とされている。
本件処分は､審査請求人は現I■法人に勤務しているにもかかわらず､■■■)法人
から報酬を得ていないため、処分庁が転職等による稼働能力の活用について指導または指
示（以下「本件指導指示」という。）をし、審査請求人が本件指導指示を履行していない
ことを前提として行われた不利益処分であるから、本件処分が有効に成立するためには、
本件指導指示の内容が合理的であること、および審査請求人がこれらを履行しなかったこ
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とが認められるかどうかが争点となることから、以上を踏まえてこれらを検討する。

(1)審査請求人の稼働能力について
はじめに、処分庁が口頭指導を開始した時点（認定事実(13)）における審査請求人の稼

働能力については、審査請求人は現に就労していたことから、一定の稼働能力はあったこ
とは明らかである。
しかし、元内縁の妻が転出してからは（認定事実(3)）、ひとり親家庭となり学齢期前

の子の養育があるため、就労時間において制限があったものと思われる。
級)およ心害■
面からの評価は認定事実
処分庁が検診命令または

さらに、審査請求人’

一帳2級）
(8)のとおりであるが、

、

の障害に対するＥ
実学面か畠の評研Ｉ『

医療要否意見書等により具体的な病状および稼働能力を確認したとの事実はない。
これらの事実からは、審査請求人は限定的ではあるものの軽作業程度に従事可能な稼働

能力があったと判断され、この点については双方に異論はない。
そして、保護の実施機関が被保護者に対して指導または指示を行うことが必要と判断さ
れる場合の一つとして、現に就労の機会を得ていながら、本人の稼働能力等からみて、十
分な収入を得ているものとは認めがたいとき（同通知第１１-２-(1)一ウ）とされている
ことから、処分庁はこの規定により口頭指導を開始したものと認められる。

(2)本件指導指示の経過について
その後、処分庁は審査請求人の有する障害等を考慮したうえで、障害者やひとり親など
就労困難者に対する求職相談･就労支援を専門的に行う｢の利用
を繰り返し助言したうえで、審査請求人から提示された求職活動状況届の内容を聞き取る
ことにより、求職活動の状況を具体的に把握していたことが認められるが、これに対し審
査請求人は、「指導指示はプレッシャーをかけて病状を悪化させている」（審査請求の理
由(2)）と主張する。
審査請求人の病状の申告にかかる経過を見ると、処分庁が口頭指示を開始した当初は病状に関する特段の申告はないが､巴共職業安定所にて盲らの病状を申告し
ており、そのため同所の担当職員は診断書を提出するよう助言している（認定事実
（24)）。
さらに処分庁に対しても自らの病状により「就労できる状態と思えない」と申告(認

定事実(26)）したうえで、審査請求人は自ら取り寄せた主治医の診断書を処分庁に提出し
ている（認定事実(28)）。
そこで、この病状の申告と求職活動の関係を検討すると、処分庁の提出した関係資料に
よれば､審査請求人は､■■公共職業安定所等において自らの病状等を訴える一方で､短
時間労働ではなくフルタイムの一般就労について相談しており、明らかに矛盾している。
その理由は、審査請求人が主張する「数万円の収入ではダメと言われ・・・」（審査請
求の理由(3)）と口頭指導されたことにあるものと推測されるが、この点についても処分
庁の提出した関係資料を確認するところ、処分庁はあくまでも一貫して能力や家庭環境に
応じた稼働を求めているにすぎず、この点についての審査請求人の主張を認めることはで
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きない。
そうなると、求職活動の内容は事実でない事や矛盾を含み、審査請求人は真筆な求職活

動を故意に忌避しているとの疑念は拭えない。
ー方、審査請求人の病状について、処分庁が確認した内容は認定事実(29)のとおりであ
り、主治医は、①２年程前から病状は激しくなっている、②平成24年10月以降は受診回数
が増相な際は投薬量を増やしている､③稼働能力は極めて限定的である､と説明し
ている。
この主治医の説明からは､本件指導指示と審査請求人の病状の悪化との因果関係の有無
までは断定できないものの、客観的な事実としては、病状の悪化があったと認められる。
法に基づく指導指示を行うにあたっては､必要に応じて､事前に調査､検診命令等を行
い状況の把握に努めるとともに、本人の能力、健康状態、世帯の事情、地域の慣行等につ
いて配慮すること（局長通知第１１-２-(3)）とされていることから、本件においても、
あらかじめ､､病状等を適切に確認したうえで、その後病状の悪化等が認められる場合は、
例えば指導指示を一時中断し、まずは病状安定を優先させるなどを検討する余地はあった
ものと判断される。しかし､前記(')のとおり､処分庁は口頭指導を開始する当初から審査請求人の■■
■二係る医学面からの評価を適切に把握していた事実はなく､本件処分の直前になってよ
うやく主治医から確認し、また、その３日後に本件処分を行っている。
処分庁が本件処分に至るうえで、主治医から確認した前記①､②および③の点につい
て、どのように評価または検討したかについては、処分庁の提出した関係資料に記載はな
く、また、審査請求人の病状の悪化の主張に対して、処分庁は何ら弁明していない。
したがって、処分庁は、審査請求人の病状や極めて限定的な稼働能力を適切に把握し、

およびこれらを組織的に十分に検討したうえで本件指導指示を行ったとは言い難く、そう
なると、合理性を欠いた本件指導指示に従わなかったことを理由として行われた本件処分
についても、不当な処分であると判断する。
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○以上のとおり、その余の点を検討するまでもなく、本件審査請求には理由があるので、
行政不服審査法（昭和37年法律第160号）第40条第３項の規定に基づき、主文のとおり裁
決する。

平成２５年４月１２日 回

艤審査 庁 滋 賀 県 知 事 嘉 田 由 紀
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